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茨附幼委第    号 

令和 年 月 日 

 

 

 茨木市長 福岡 洋一 様 

 

 

茨木市立幼稚園のあり方検討委員会    

委員長  福 田 公 教  

 

 

 

茨木市立幼稚園のあり方について（答申） 

 

 

 

令和２年 11月 19 日付茨保幼総第 2995 号で諮問された市立幼稚園の適正配置

と今後の運営について、当委員会は慎重に審議を重ねた結果、次のとおり答申

します。 

 

 

 

              茨木市立幼稚園のあり方検討委員会 

委員長  福 田 公 教 （学識経験者）  

委 員  鎮   朋 子 （学識経験者）  

委 員  入 交 享 子 （市民委員）   

委 員  上 田 千 夏 （市民委員）   

委 員  河 本 雪 乃 （関係団体代表） 

委 員  樋 口 直 樹 （関係団体代表） 

委 員  泉   章 子 （関係団体代表） 

委 員  西 出 弘 美 （関係団体代表） 

委 員  三 角 智 昭 （関係団体代表） 

委 員  辰 本 房 江 （関係団体代表）  
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茨木市立幼稚園のあり方について（答申） 

 

 

１ 審議の経過 

 

   茨木市立幼稚園のあり方検討委員会は、学識経験者、市民及び各種団体

代表からなる10人の委員の構成で、令和２年９月に設置されました。 

  当委員会は、市立幼稚園の適正配置と今後の運営について市長から諮問 

を受け、延べ〇回の会議において、提出された資料等をもとに、就学前児童・

施設の状況や公立幼稚園の現状と課題を踏まえ、市立幼稚園の適正配置と今

後の運営について検討しました。 

 

 

２ 審議の内容 

  

公立幼稚園では、「すべての幼児に等しく教育機会を提供する」という観

点から、個別に支援を要する幼児を含め、集団の中で保育を行い、幼児一人

ひとりの特性や成長を考慮しながら、幼児の健やかな成長を促すための幼稚

園教育を提供してきました。 

しかし、就学前児童が減少しているなか、保育需要は増加している反面、

公立幼稚園の就園者数は減少し、集団の形成が難しくなっている状況となっ

ています。 

この状況に対応するため、３年保育や給食の実施、預かり保育の拡充など

の方法が考えられ、公立幼稚園の在園児保護者からもそれらを求める声があ

りました。 

また、公立幼稚園が行ってきた幼稚園教育の意義、幼稚園運営に適切とさ

れる集団規模の考え方、支援を必要とする子どもの受け入れやその子たちの

成長につながる環境について考えました。 

さらに、公立幼稚園の適正配置と今後の運営を考えるにあたっては、それ

ぞれの幼稚園が所在する地域の就学前児童・施設の状況や施設規模の違い、

私立幼稚園においても就園者数が減少している現状や今後の幼稚園と保育

所の需要の見込み、市の財源負担について考えました。 

検討にあたっては、以下の視点から検討し、市民の立場又は各々の専門的

な立場から慎重かつ率直な意見交換を行い、一定の結論に達しました。 

 

①幼稚園教育を行っていくために適切と考えられる集団規模の確保。 

②支援を必要とする子どもの成長につながる環境の整備。 

③３年保育を実施している私立幼稚園における就園者数の減少。 
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④地域ごとの今後の保育需要の伸び。 

⑤小規模保育事業の保育の提供終了後の受入先の確保。 

⑥教諭の確保や運営経費など。 

 

幼稚園教育を行っていくために適切と考えられる集団規模の確保の視点

から、国の調査結果を踏まえた市が考える20人は、幼稚園としての集団活動

を行ううえで妥当と考える意見がある一方、時代とともに妥当と考えられる

基準は変わるものであり少人数でも充実した保育の提供は可能であるとい

う意見や、支援を必要とする子どもにとってはむしろ少人数の方が良いので

はないかという意見があり、一律に集団規模の基準を設けることは適切では

ないとの考えに至りました。 

支援を必要とする子どもの成長につながる環境の整備の視点から、幼稚園

や保育所などの施設に在籍する支援を必要とする子どもの現状や行政機関

からの支援の状況、また、現在の療育施設の状況や保護者の意向などを把握

しました。議論の中では、現在実施していない市から私立幼稚園への支援を

行うことにより私立幼稚園での受入環境が進むのではないかという意見や、

幼稚園を廃園とするならば療育施設へ転用が望ましいという意見、また、公

私立を問わず、どのような施設でも支援を受けられる体制が必要という意見

などがありました。これらの意見を踏まえ、幼稚園に在籍しながら療育を受

けられる環境など療育機関の充実を図るとともに、公私立を問わず、支援を

必要とする子どももそうでない子どもも共に生活していける保育環境の整

備が必要と考えました。それを実現するために、運営経費面での支援に留ま

らず、公立幼稚園で行っている支援を必要とする子どもへの保育の継承を行

い、市が積極的に施策展開していく必要があるとの結論に至りました。 

３年保育を実施している私立幼稚園における就園者数の減少の視点から、

公立幼稚園だけではなく、私立幼稚園においても就園者数は減少している状

況がわかりました。また、公立幼稚園と私立幼稚園のこれまでの経過におい

て、それぞれの良さを生かしながら共に存続、発展していくという公私協調

の考えが引き継がれていることがわかりました。一方で、公立幼稚園におい

て３年保育の実施を望む保護者の声は多くあり、委員会でも就園者数の減少

に歯止めをかける策として有効ではないかとの意見がありました。しかし、

子どもの数が減少する中、保育需要は増加しており、私立を含めた幼稚園全

体の就園者数は今後も減少が続くと見込まれる状況があります。さらに国で

は認定こども園化を推進していることから、幼稚園の運営形態を見直す時期

にきており、その点を考慮した対応が必要であるとの考えに至りました。 

   地域ごとの今後の保育需要の伸び、小規模保育事業の保育の提供終了後

の受入先の確保の視点から、茨木市次世代育成支援行動計画に定める教

育・保育提供区域における南ブロックと北ブロックは子どもの数が多く、
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それに比例して保育需要も多い地域であり、特に１・２歳児の受入体制の

確保が課題となっています。加えて、小規模保育事業所が設置されている

地域では、その後の保育の受入体制の確保が課題となっていることから、

それらの課題解消のために、幼稚園を認定こども園化することは妥当であ

ると考えました。 

教諭の確保や運営経費の視点から、保育需要への対応としての認定こど

も園化や教育・保育内容を充実することは妥当と考えるものの、その財源

は市民の税金であることから、子ども・子育て支援を充実させるため、有

効に財源を活用することが必要と考えました。 

 

 

３ 審議の結果 

 

公立幼稚園のあり方をさまざまな視点から検討した結果、８園（休園中１

園を含む）の幼稚園を現状のまま運営することは適切ではないと考え、適正

配置の観点から統廃合を行うことはやむを得ないとする一方、今後の運営に

ついて公立として継続していく園については、これまで公立幼稚園が行って

きた教育を継承しつつ、保護者のニーズに応えられ、市の課題である保育所

待機児童の解消や小規模保育事業の保育の提供終了後の受入先の確保につ

ながる認定こども園化が妥当であると考えました。 

廃園とする幼稚園については、それぞれの幼稚園の施設等の状況を踏ま

え、保育所待機児童解消や小規模保育事業の保育の提供終了後の受入先の確

保と財源の効率的な活用の観点から民間認定こども園とすること、支援を必

要とする子どもの環境整備から療育施設へ転用することなど、子ども・子育

て支援の課題解消につながる活用を行うことが妥当であるとの結論を得ま

した。 

ただし、その実施にあたっては、公立幼稚園が果たしてきた役割や支援を

必要とする子どもの受入体制の確保に十分配慮して実施されること、また、

公私協調のもと、公私立幼稚園がそれぞれの良さを生かしながらともに発展

していくことを切望します。 

 

 

４ おわりに 

   

今回の答申については、延べ〇回の審議を重ね、慎重に検討を行った結果、

結論に達したものであり、本答申を尊重し、適切な処置がとられることを要

望するものです。 

過去には、公立幼稚園の就園者数の減少に伴い、懇談会を設置し、市民の
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意見を聴き、公立幼稚園の適正な配置と運営について決定していくという慎

重な手続きを踏まれてきました。今回についても、公立幼稚園の適正配置と

今後の運営について諮問され、市民の意見を聴きながら、議論してきました。 

近年、少子化が進展するとともに核家族化や共働き家庭の増加、地域の子

育て力の低下などに伴い、教育・保育に対する利用ニーズはますます多様化

しています。今後につきましても、子ども・子育て支援を取り巻く社会環境

の変化を的確に把握し、そのあり方を検討されるよう要望します。 

なお、公立幼稚園の今後の運営や活用にあたっては、提供される教育・保

育の質の向上をはじめ、子育て支援の充実に努めていただくよう要望しま

す。 
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